地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、市民及び観光客の安心・安全を確保し、両者の満足度向上を図るとともに、地域文化を継承していくため、地域住民により構成される団体等が自主的に行う、観光地等で発生する観光に起因する課題（以下「観光課題」という。）の解決を図る取組に対する地域と連携した観光課題解決推進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。　
（定義）

第２条　この要綱において、地域団体とは、観光課題が発生している又は発生が見込まれる市内の地域に在住、通勤又は通学する者等によって自主的に組織され、当該地域の活性化、課題解決、まちづくりに継続的に取り組んでいる団体をいう。
（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、地域団体が活性化等に取り組む当該地域において、観光課題の解決に取り組もうとする地域団体とする。
２　補助対象者は、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者でない者とする。
３　補助対象者は、京都観光行動基準（京都観光モラル）の普及に努めなければならない。

（補助事業）

第４条　補助金の交付を受けることができる事業（以下「補助事業」という。）は、別表１に掲げる観光課題の解決を図る事業とする。ただし、同事業に対し、京都市及び他の行政機関から補助金交付を受ける又は受けた場合及び営利目的の事業等については、補助対象外とする。
（補助金額等）
第５条　各団体への補助金の額は、予算の範囲内において、補助事業の経費に２分の１を乗じて得た額以内で、１,５００,０００円を超えないものとし、１,０００円未満の端数は、切り捨てるものとする。ただし、市長が特に必要があると認めるときはこの限りではない。
（交付の申請）
第６条　条例第９条の規定による申請は、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付申請書（第１号様式）によって、補助事業を開始する前までかつ別に公表する交付の申請の受付期間の期日までに、次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。ただし、緊急その他やむを得ない理由により、補助金交付決定前に補助事業に着手する場合は、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金事前着手届（第４号様式、以下「事前着手届」という。）を市長に提出しなければならない。
1 収支予算書（第２号様式）
2 事業計画書（第３号様式）
3 見積書等補助事業の実施に要する経費を証する書類
4 その他市長が特に必要と認める書類

２　前項のただし書きにより、事前着手届を市長に提出し、交付の申請を行った場合は、交付の申請を、補助事業を開始する前までに行ったとみなすものとする。
（標準処理期間）
第７条　市長は、別に公表する交付の申請の受付期間の最終日から３０日以内に条例
第１０条各項の決定をするものとする。

（交付の決定）
第８条　条例第１０条の規定により交付、不交付を決定したときは、条例第１２条に基づき地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付決定通知書（第５号様式の１）又は地域と連携した観光課題解決推進事業補助金不交付決定通知書（第５号様式の２）により通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により申請者に補助金の交付の決定を通知する場合において、必要があると認めたときは、条件を付するものとする。

（変更の申請）
第９条　条例第１１条第１項第１号による補助事業の内容又は経費の配分の変更に係る市長の承認の申請は、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金変更申請書（第６号様式の１）によって、次の各号に掲げる書類を添えて行うものとする。ただし、前条の交付決定通知を受けた申請者は、補助金交付予定額が第５条の限度額に満たない場合であっても補助金交付申請額を増額する変更の申請をすることができない。
1 収支予算書（第２号様式）

2 事業計画書（第３号様式）
3 見積書等補助事業の実施に要する経費を証する書類
4 その他市長が特に必要と認める書類

２　条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は、補助目的に変更がなく、より効果的又は効率的な補助目的の達成に役立つと考えられるものであって、次のいずれにも該当しない場合とする。

1 経費配分を変更する場合で、変更する額が総事業費の２０％を超えるもの
2 補助金交付申請額を減額する場合で、減額する額が当初の補助金交付予定額の
２０％を超えるもの
３　市長は、第１項の規定により補助事業の変更申請を承認したときは、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金変更承認通知書（第６号様式の２）により申請者に通知するものとする。
なお、必要があると認めたときは、条件を付するものとする。
（中止又は廃止の申請）

第１０条　条例第１１条第１項第２号による補助事業の中止又は廃止に係る市長の承認の申請は、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金中止・廃止申請書（第７号様式の１）により行うものとする。
２　市長は、前項の規定により補助事業の中止又は廃止の申請を承認したときは、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金中止・廃止承認通知書（第７号様式の２）により申請者に通知するものとする。
（事業完了の届出）

第１１条　条例第１８条第１項の規定による実績報告は、地域と連携した観光課題解決推進事業実績報告書（第８号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。
1 収支決算書（第９号様式）
2 領収書等補助事業の実施に要した経費を支払ったことを証する書類
3 補助事業の実施状況を確認できるもの（状況写真、報告資料、チラシ等の成果物等）

（交付額の確定）
第１２条　条例第１９条の規定による補助金の交付額の確定は、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付額確定通知書（第１０号様式）により通知するものとする。

（補助金の請求）
第１３条　前条の規定による補助金の交付額の確定通知を受けた者は、速やかに請求書を市長に提出しなければならない。

（決定の取消）

第１４条　市長は、補助対象者が暴力団員等及び暴力団密接関係者であることが判明したときは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。
　２　前項の規定は、補助金の交付額の決定があった後においても適用する。
３　市長は、第１項の規定による取消しをしたときは、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付決定取消通知書（第１１号様式）により通知するものとする。
４　京都市行政手続条例第１４条第２項の規定は、第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しをしようとするときについては、適用しない。
（処分の制限）
第１５条　本要綱による補助金を受けて整備した観光施設について、当該補助金が国の補助金等を特定財源とする場合、国の補助金等又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定による期間を経過するまで、市長の承認を受けずに、当該補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならないものとする。
（補則）

第１６条　この要綱の別に定めるとされている事項及びこの要綱の施行に関し必要な事項は、観光政策担当局長が定める。
附　則
（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の観光景勝地の整備及び管理事業等に対する補助金交付要綱要綱(平成５年２月１８日制定)により交付の決定を受けた者については、従前の要綱の規定に基づき補助金が交付されるものとする。
附　則
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
　　　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
（名称変更）
２　この要綱による改正前の地域と連携した観光と市民生活との調和推進事業補助金交付要綱を、この要綱による改正後の地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要綱に名称変更する。
（経過措置）
３　改正前の地域と連携した観光と市民生活との調和推進事業補助金交付要綱に基づき交付の決定を受けた者については、従前の要綱の規定に基づき補助金が交付されるものとする。
（関係要領の廃止）
４　地域と連携した観光と市民生活との調和推進事業補助金交付要領（平成３１年４月１日観光政策担当局長決定）を廃止する。
附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和３年３月２６日から施行する。
（経過措置）
２　改正前の地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要綱に基づき交付の決定を受けた者については、当面の間、従前の様式によることができる。
附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
（名称変更）
２　この要綱による改正前の地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要綱を、この要綱による改正後の地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱に名称変更する。
（経過措置）
３　改正前の地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要綱に基づき交付の決定を受けた者については、従前の要綱の規定及び様式に基づき補助金が交付されるものとする。
（関係要領の廃止）
４　地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要領（令和３年４月１６日観光政策担当局長決定）を廃止する。
附　則
（施行期日）

１　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　改正前の地域と連携した観光課題解決等推進事業補助金交付要綱に基づき交付の決定を受けた者については、従前の要綱の規定及び様式に基づき補助金が交付されるものとする。

別表１（第４条関係）
	補助事業
	例

	(1)観光マナー啓発

	マナ―啓発活動
	・地域での啓発活動の実施
・マナー違反等に対する指導員の設置　等

	
	多言語対応（ピクトグラム含む）のマナー啓発物作成・情報発信
	・看板・ポスターの作成
・ホームページやソーシャルメディアによる情報発信　等

	
	観光客にマナー改善を促すための環境整備
	・ゴミ箱や監視カメラの設置等

	(2)混雑対策

	観光客に混雑回避を促す取組
※イベント実施に伴って発生する主催者が当然に負担すべき経費（警備費等）については対象外。
	・ホームページでの観光地の混雑状況の発信
・混雑を避けた推奨ルートの案内看板の設置　等

	
	手ぶら観光の推進

	・地域内の荷物預かり場所を記載したマップの作成　等

	(3)その他観光課題対策として、特に必要性の高い又は先進的な取組。


第１号様式（第６条関係）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年度）
地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付申請書
	（宛先）京　都　市　長
	　　　　　　　　　年　　月　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地
	申請団体の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電　　話 ：(　　　)　　　－　　　
Eメール：
担当者名：


京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を申請します。
	事業の名称
	

	事業種別
※該当する事業にチェック
（複数選択可）
	観光マナー啓発事業

	
	□１．マナ―啓発活動
□２．多言語対応（ピクトグラム含む）のマナー啓発物作成・情報発信
□３．観光客にマナー改善を促すための環境整備

	
	混雑対策

	
	□４．観光客に混雑回避を促す取組
□５．手ぶら観光の推進

	
	その他

	
	□６．その他観光課題対策として、特に必要性の高い又は先進的な取組

	事業年月日
	　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	補助事業に要する経費
（総事業費）（A）
	　　円　

	交付申請額
（A×0.5）
※千円未満は
切り捨て
	円　

	添付書類
	収支予算書（第２号様式）、事業計画書（第３号様式）、
見積書等補助事業の実施に要する経費を証する書類



第２号様式（第６条関係）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年度）
収支予算書
収入
	項　目
	金　額（円）
	備　考

	
	
	

	合　計
	
	


支出
	項　目
	金　額（円）
	備　考

	
	
	

	合　計
	
	


第３号様式（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年度）
事業計画書
	申請団体名
	

	事業実施の背景
及び目的
	

	事業内容
※場所・実施内容など具体的に記入してください。
	

	事業実施により
期待される効果
	

	京都観光行動基準（京都観光モラル）普及の取組
	

	事業スケジュール
	


第４号様式（第６条関係）
地域と連携した観光課題解決推進事業補助金事前着手届
	（宛先）京　都　市　長
	　　　　　　　　　年　　月　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地
	申請団体の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電　　話 ：(　　　)　　　－　　　
Eメール：
担当者名：

	

	地域と連携した観光と観光課題解決推進事業補助金要綱第６条の規定により事前着手するため、届け出ます。

	事　業　名　称
	

	事業開始予定年月日
	　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	事前着手理由
	


※本様式は、交付決定前に事業着手する場合に御提出いただく必要があるものです。この届出により補助金の採択を確約するものではありません。
第５号様式の１（第８条関係） 
京都市指令産観第　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室　　　）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付決定通知書
　年 月 日付けで申請のありました上記補助金につきましては、下記のとおり交付とすることに決定しましたので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき通知します。
記
１ 補助事業名

２ 補助金交付予定額　　　　　　円

３ 交付の条件

（１）補助金は、本事業の目的以外に支出してはいけません。

（２）本事業については、京都市補助金等の交付等に関する条例第３２条の規定により立入調査又は質問をすることがあります。
（３）上記各号に違反した場合は、補助金を減額し、又は決定を取消すことがあります。

（４）補助事業の内容又は経費の配分の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。
（５）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。
（６）補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受ける必要があります。
（７） 暴力団員等及び暴力団密接関係者であることが判明した時は、補助金の決定を取消します。
（８）その他市長が必要と認める条件
第５号様式の２（第８条関係） 
京都市指令産観第　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室　　　）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金不交付決定通知書
　年 月 日付けで申請のありました上記補助金につきましては、補助金等の交付を不適当であると認め、下記のとおり不交付とすることを決定しましたので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき通知します。
記
１ 補助事業名

　

２ 不交付の理由


　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。

ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。

　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。

第６号様式の１（第９条関係）
地域と連携した観光課題解決推進事業補助金変更申請書
	（宛先）京　都　市　長
	　　　　　　　　　年　　月　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地
	申請団体の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電　　話 ：(　　　)　　　－　　　
Eメール：
担当者名：

	

	地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第９条の規定により補助金に係る変更を申請します。

	補助事業名称
	

	変　更　事　由
	

	変　更　内　容
	

	補助事業の概要及び効果
	変更前

	変更後


	
	
	

	補助事業に要する費用の額
	円
	　　 　　　　　　  　 円

	補助金交付申請額
（補助率1/2以内、千円未満切り捨て）
	　　　　　　　　 円
	　　　　　　　　　　　円

	添　付　書　類
	収支予算書（第２号様式）、事業計画書（第３号様式）
見積書等補助事業の実施に要する経費を証する書類


第６号様式の２（第９条関係）
京都市指令産観第　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室　　　）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金変更承認通知書
年　月　日付けで申請のありました上記補助金変更申請につきましては、下記のとおり承認しましたので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第９条第３項の規定に基づき、通知します。
記
１ 補助事業名

２ 補助金交付予定額　　　　　　　　　円

３ 交付の条件

（１）補助金は、本事業の目的以外に支出してはいけません。

（２）本事業については、京都市補助金等の交付等に関する条例第３２条の規定により立入調査又は質問をすることがあります。

（３）上記各号に違反した場合は、補助金を減額し、又は取り消すことがあります。

（４）補助事業の内容又は経費の配分の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。
（５）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。
（６）補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受ける必要があります。
（７） 暴力団員等及び暴力団密接関係者であることが判明した時は、補助金の決定を取消します。
（８）その他市長が必要と認める条件
第７号様式の１（第１０条関係）
地域と連携した観光課題解決推進事業補助金中止・廃止申請書
	（宛先）京　都　市　長
	　　　　　　　　　年　　月　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地
	申請団体の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電　　話 ：(　　　)　　　－　　　
Eメール：
担当者名：

	

	地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第１０条の規定により
補助事業の　□中止　を申請します。
　　　　　　　□廃止

	補助事業の名称
	

	補助事業の実施場所
	

	補助事業の目的及び内容
	

	補助事業の実施予定日
又は実施予定期間
	

	補助事業に要する費用の額
	円

	補助金交付申請額

（補助率1/2以内、千円未満切り捨て）
	　円

	交付決定日及び
決定番号
	

	中止・廃止年月日
	

	中止・廃止の理由
	


　注　該当する□に、レ印を記入してください。
第７号様式の２（第１０条関係）
京都市指令産観第　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室　　　）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金中止・廃止承認通知書
年　月　日付けで申請のありました上記補助金中止・廃止申請につきましては、承認しましたので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、通知します。
第８号様式（第１１条関係）
地域と連携した観光課題解決推進事業実績報告書
	（宛先）京　都　市　長
	　　　　　　　　　年　　月　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地
	申請団体の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電　　話 ：(　　　)　　　－　　　
Eメール：
担当者名：

	

	京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条第１項の規定により補助事業の実績を報告します。

	補助事業の実施日又は実施期間
	

	補助事業に要した額
	円

	補助金交付申請額

（補助率1/2以内、千円未満切り捨て）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助事業の
概要及び効果
	　　　　　　

	添付書類
	収支決算書（第９号様式）、領収書等補助事業の実施に要した経費を支払ったことを証する書類、補助事業の実施状況を確認できるもの（状況写真、報告資料、チラシ等の成果物等）


第９号様式（第１１条関係）
収　支　決　算　書
	　　　　　　　　　補助事業経費

	経費内容
	金　　額
	積算内訳
	支払先等

	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	

	

	補助事業資金　　
	内　　訳
	金　　額
	備　　考

	
	
	
	

	
	合　　計
	
	


第１０号様式（第１２条関係） 
京都市指令産観第　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室　　　）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付額確定通知書

　年 月 日付け、京都市指令産観第 号をもって交付決定した上記の補助金については、下記のとおり補助金交付額を確定したので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、通知します。 

記

１ 補助事業名

　

２ 補助金交付額　　　円

（※１ 減額して交付するときは、その理由を付記する。）
※１ 交付額の理由

（※２ 減額して交付するときは、訴訟等の教示文を付記する。）

※２　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。

ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。

　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。
第１１号様式（第１４条関係）
京都市指令産観第　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京 都 市 長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当 観光MICE推進室）

地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付決定取消通知書
　　年　　月　　日付京都市指令産観第　　号で交付決定した下記事業について、次のとおり補助金の交付決定を取消すことを決定しましたので、地域と連携した観光課題解決推進事業補助金交付要綱第１４条第３項の規定に基づき、通知します。
記
１　対象事業名　
２　補助金交付予定額　　金　　　　　　　　円
３　取消の理由

　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。

ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。

　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。
